
令和7年度集団指導
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護】

項目 主な指導内容 改善のポイント

従業者の員数
施設に置くべき従業者の員数を適切に
すること。

●　介護職員及び看護職員の総数は、常勤換算方法で、入所者の数が3又はその端数を増すごとに1以上とし、
     勤務表を実績で整備し、記録から確認できるようにしましょう。

勤務体制の確保等

（ユニット型）指定介護老人福祉施設
は、入所者に対し、適切な（ユニット型）
指定介護福祉施設サービスを提供す
ることができるよう、従業者の勤務の体
制を定めておくこと。

●　原則として月ごとに勤務表（介護職員の勤務体制を２以上で行っている場合は、その勤務体制ごとの勤務表）
     を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、介護職員及び看護職員等の配置、管理者との兼務
     関係等を明確にしなければなりません。

●　ユニット型指定介護老人福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は以下の通りです。

      □　昼間については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置すること
      □　夜間及び深夜については、2ユニットごとに1人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に
           従事する職員として配置すること
      □　ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること

内容及び手続きの
説明及び同意（重
要事項説明書）

各サービスの提供の開始に際しては、
あらかじめ、利用（入所）申込者又はそ
の家族に対し、運営規程の概要、従業
者の勤務の体制その他の利用（入所）
申込者のサービスの選択に資すると認
められる重要事項を記した文書を交付
して説明を行い、当該提供の開始につ
いて利用（入所）申込者の同意を得る
こと。

●　重要事項説明書には、当該施設の運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の
     体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関
     の名称、評価結果の開示状況）等を記載しましょう。

●　重要事項説明書については、施設での掲示に代えて、ウェブサイトへの掲載や、いつでも自由に閲覧できる
　　ようファイルを備え置く等の方法でもかまいません。

運営指導における指導事項
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令和7年度集団指導
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護】

項目 主な指導内容 改善のポイント

運営指導における指導事項

入所者の心身の状況、その置かれて
いる環境等に照らし、その者が居宅に
おいて日常生活を営むことができるか
どうかについて定期的に検討するこ
と。

居宅において日常生活を営むことがで
きるかどうかの検討に当たっては、生
活相談員、介護職員、看護職員、介護
支援専門員等の従業者の間で、協議
すること。

指定介護福祉施設
サービスの取扱い
方針

身体的拘束等の適正化のための対策
を検討する委員会の結果について、介
護職員その他の従業者に周知徹底を
図ること。

●　身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月に1回以上開催するとともに、その結果に
     ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図りましょう。

入退所

●　施設が、要介護者のうち、入所して介護を受けることが必要な者を対象としていることにかんがみ、退所して
     居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討しましょう。

●　検討に当たっては、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等の従業者の間で協議しましょう。
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令和7年度集団指導
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護】

項目 主な指導内容 改善のポイント

運営指導における指導事項

適切な方法により、入所者について、
その有する能力、その置かれている環
境等の評価を通じて入所者が現に抱
える問題点を明らかにし、入所者が自
立した日常生活を営むことができるよう
に支援する上で解決すべき課題を把
握すること。

●　施設サービス計画は、個々の入所者の特性に応じて作成されることが重要であり、計画担当介護支援専門員
     は、施設サービス計画の作成に先立ち入所者の課題分析を行わなければなりません。

●　課題分析とは、入所者の有する日常生活上の能力や入所者を取り巻く環境等の評価を通じて入所者が生活
     の質を維持・向上させていく上で生じている問題点を明らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができ
     るように支援する上で解決すべき課題を把握することであり、入所者の生活全般についてその状態を十分把握
     することが重要です。

解決すべき課題の把握（アセスメント）
に当たっては、入所者及びその家族に
面接して行うこと。

●　アセスメントに当たっては、必ず入所者及びその家族に面接して行わなければなりません。

●　入所者やその家族との間の信頼関係、協働関係の構築が重要であり、計画担当介護支援専門員は、面接の
      趣旨を入所者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければなりません。

サービス担当者会議を招集して行う会
議の開催、担当者に対する照会等によ
り、当該施設サービス計画の原案の内
容について、担当者から、専門的な見
地からの意見を求めること。

●　施設サービスの目標を達成するために、具体的なサービスの内容として何ができるかなどについて、施設サー
     ビス計画原案に位置付けた施設サービスの担当者からなるサービス担当者会議の開催又は当該担当者への
     照会等により、専門的な見地からの意見を求め調整を図ることが重要です。

●　担当者とは、医師、生活相談員、介護職員、看護職員、機能訓練指導員及び管理栄養士等の当該入所者の
     介護及び生活状況等に関係する者を指すものです。

施設サービス計画
の作成
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令和7年度集団指導
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護】

項目 主な指導内容 改善のポイント

運営指導における指導事項

運営規程
運営に関する重要事項を適切に記載
すること。

●　施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておきましょう。

●　内容に変更があった場合は、10日以内に、その旨を豊中市長寿社会政策課に届け出なければなりません。

勤務体制の確保等

全ての従業者（看護師、准看護師、介
護福祉士、介護支援専門員、介護保
険法第8条第2項に規定する政令で定
める者等の資格を有する者その他これ
に類する者を除く。）に対し、認知症介
護に係る基礎的な研修を受講させるた
めに必要な措置を講じること。

●　認知症介護基礎研修は、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、
     本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものです。

＜研修＞
●　感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の対応の必要性
     や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行いましょう。

●　職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年２回以上）な教育及び新規採用時の研修を実施すると
     ともに、研修の実施内容についても記録しましょう。

●　感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に
     実施することも差し支えありません。

＜ 訓練 ＞
●  訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業務継続
　　計画に基づき、施設内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的
     （年２回以上）に実施しましょう。

●  感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に、
     災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施することも差し支えあ
     りません。

業務継続計画の策
定等

従業者に対し、業務継続計画について
周知するとともに、必要な研修及び訓
練を定期的に実施すること。
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令和7年度集団指導
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護】

項目 主な指導内容 改善のポイント

運営指導における指導事項

非常災害対策

非常災害に関する具体的計画を立て、
非常災害時の関係機関への通報及び
連携体制を整備し、それらを定期的に
従業者に周知するとともに、定期的に
避難、救出その他必要な訓練を行うこ
と。

●　非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連携体制の整備、避難、救出訓練の実
     施等の対策について万全を期さなければなりません。

●　避難、救出その他の訓練の実施に当たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう、日頃から地域住民
     との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得られる体制づくりに努めることが必要です。

感染症及び食中毒の予防及びまん延
の防止のための対策を検討する委員
会をおおむね３月に１回以上開催する
とともに、その結果について、介護職員
その他の従業者に周知徹底を図るこ
と。

●　感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（感染対策委員会）は、幅広い
     職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、栄養士又は管理栄養士、生活相談員）
     により構成される必要があります。

●　感染対策委員会は、入所者の状況など施設の状況に応じ、おおむね３月に１回以上、定期的に開催するととも
     に、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要があります。

●　感染対策委員会の結果については、議事録により介護職員その他の従業者に周知徹底しましょう。

介護職員その他の従業者に対し、感染
症及び食中毒の予防及びまん延の防
止のための研修並びに感染症の予防
及びまん延の防止のための訓練を定
期的に実施すること。

＜訓練＞
●　平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的
     （年２回以上）に行うことが必要です。

●　訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に
　　 基づき、施設内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施しましょう。

●　訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合
     わせながら実施することが適切です。

秘密保持等

居宅介護支援事業者等に対して、入所
者に関する情報を提供する際には、あ
らかじめ文書により入所者の同意を得
ておくこと。

●　入所者の退所後の居宅における居宅介護支援計画の作成等に資するために、居宅介護支援事業者等に対
      して情報提供を行う場合には、あらかじめ、文書により入所者から同意を得る必要があります。

衛生管理等
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令和7年度集団指導
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護】

項目 主な指導内容 改善のポイント

運営指導における指導事項

虐待の防止

虐待の防止のための対策を検討する
委員会を定期的に開催するとともに、
その結果について、介護職員その他の
従業者に周知徹底を図ること。

●　虐待の防止のための対策を検討する委員会（虐待防止検討委員会）は、虐待等の発生の防止・早期発見に
     加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を
     含む幅広い職種で構成しましょう。

●　施設における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等、虐待防止検討委員会で得た結果について、従業
     者に周知徹底を図りましょう。

【地域密着型介護
老人福祉入所者生
活介護】

地域との連携等

運営推進会議における報告、評価、要
望、助言等についての記録を作成する
とともに、当該記録を公表すること。

●　おおむね2月に1回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、
     運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けましょう。

●　報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しましょう。

【（介護予防）短期
入所生活介護】

短期入所生活介護
計画の作成

サービスの目標、当該目標を達成する
ための具体的なサービスの内容等を
記載した短期入所生活介護計画を作
成すること。

●　短期入所生活介護計画の作成に当たっては、居宅サービス計画を考慮しつつ、利用者の希望を十分勘案し、
     利用者の日々の介護状況に合わせて作成しましょう。
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